
平成21年度交付決定実績
交付決定先件数：1,657市町村

36,409

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

市町村が市町村行動計画に基づき実施する①乳児家庭全戸訪問事業、②養育支援訪問事業、③ファミリーサポートセ
ンター事業、④子育て短期支援事業、⑤延長保育促進事業、⑥その他次世代育成支援に資する事業について、市町
村が直接実施する場合又は市町村が民間の実施する事業に対して補助する場合において、その取組内容に応じて、
評価基準に基づき評価のうえ交付金を交付する。
○実施主体：市町村
○補助率：定額（１／２相当）

次世代育成支援対策推進法第8条第1項の規定に基づき市町村（特別区を含む。以下同じ。）が策定する市町村行動
計画に基づく措置のうち、次世代育成支援対策に資する事業に要する経費に充てるため交付することにより、行動計
画に基づく次世代育成支援対策の着実な推進を図ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

33,30036,500

執行率 99.75% 99.42% 97.26%

事業番号 386

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成17年度次世代育成支援対策交付金

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算の縮減を図る必要がある。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

子ども・子育てビジョンの別添１「施策の具体的内容」において、「地域における子育て支援の拠点等の整備及び機能の充実を図
る」を掲げ、別添２「施策に関する数値目標」において各種目標数値を掲載。

「子ども・子育てビジョン」に掲げる目標値を踏まえるとともに、市町村が策定する行動計画の着実な推進を支援するた
めに必要な予算の計上が必要である。

市町村は、「次世代育成支援対策交付金の国庫補助について（平成２０年１１月２８日厚生労働省発雇児第１１２８００２
号）」の規定に基づき、事業実績報告書に関係書類を添付し、厚生労働大臣あて提出することとされており、これらの提
出書類により、事業についての取組内容等を把握している。

37,500

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 38,800

総事業費(執行ベース) 88,052 88,144 104,764

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 総務課少子化対策企画室

上位政策

黒田　秀郎雇用均等・児童家庭局

一般会計

担当部局庁

地域子育て支援対策に必要な経費

36,100

37,284 37,735

関係する計
画、通知等

次世代育成支援対策推進法第11条第1項

子ども・子育てビジョン（H22.1.29閣議決定）
市町村行動計画（後期）の策定（H22年度～）
「次世代育成支援対策交付金の国庫補助について」
（H20.11.28 厚生労働省発雇児第1128002号厚生労働事務次官通知）
「次世代育成支援対策交付金の交付対象事業及び評価基準について」
（H20.11.28 雇児発第1128003号雇用均等・児童家庭局長通知）

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

【交付金の交付】

厚生労働省

３７，７３５百万円

A

市町村（1,657市町村）

３７，７３５百万円

交付申請書の内容審査、交付

決定、交付額の確定等

交付金対象事業の実施



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.　横浜市 E.

使　途 金　額
(百万円）

交付金 対象事業実施に必要な経費 1,518

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 1,518

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



（別紙）

（単位：百万円）

順位 市町村名 交付決定額

1 横浜市 1,518

2 京都市 1,033

3 大阪市 786

4 北九州市 563

5 札幌市 503

6 神戸市 466

7 名古屋市 446

8 福岡市 415

9 熊本市 353

10 新潟市 323

平成２１年度　次世代育成支援対策交付金交付先上位１０自治体


